
 

 
 

 

 

 

期限を平成 26 年 1 月 1 日から平成 29 年 12 月 31 日までの 4 年間延長

するとともに、この内、平成 26 年 4 月～平成 29 年 12 月までに居住用に供した

場合、控除限度額の拡充がされることとなりました。所得税は平成 26 年分か

ら、個人住民税は平成 27 年度から適用されます。  

 

   

 

※ 控 除 期 間 は 10 年  

  リ ン ク /平 成 2 6 年 分  所 得 税 の 改 正 の あ ら ま し （ 平 成 2 6 年 4 月 ） （ P D F / 5 3 1 K B） （ 国 税 庁 ホ ー ム ペ ー ジ ）  

    /財 務 省 の ホ ー ム ペ ー ジ （ 住 宅 ロ ー ン 減 税 制 度 の 概 要 ）  

 

 

所得税は平成 26 年分、住民税は平成 27 年度から本則税率２０％が適用され

ます。  

 

２．上場株式等の配当・譲渡所得等に係る本則税率の適用等について  

 

確定申告において適用される税率  

１．住宅借入金等特別控除の延長、控除限度額の拡充  

 

http://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/shotoku/h26kaisei.pdf
http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/income/063.htm


 

住民税

累進税率

所得税５％～４０％（平成27年分から最高税率は４５％）

比例税率
総合課税

平成2７年度以降平成2２年度～2６年度まで

申告分離
課税

住民税５％
（市民税3％　　県民税２％）

所得
税

内訳

所得税　7％ 所得税　１５％

住民税　3％
（市民税1.8％　　県民税1.2％）

10% 20%合計

１０％（市民税６％　　県民税４％）
 

    ※ 上 場 株 式 等 の 譲 渡 所 得 に 係 る 税 率 は 上 記 表 の 申 告 分 離 課 税 に 同 じ  

 

上場株式の配当・譲渡所得（源泉徴収選択特定口座）については、平成

25 年 12 月 31 日までは 10 パーセントの軽減税率により、住民税 3 パーセン

トが所得税と併せ源泉（特別）徴収されています。このため、確定申告は不

要とされていますが、納税者の選択で確定申告をした場合、翌年度の住民税

所得割から配当割・株式等譲渡所得割を税額控除します。また、平成 26 年 1

月から 20 パーセントの本則税率が適用されるため、確定申告をした場合、

平成 27 年度から 5 パーセントで徴収された額となります。  

平成２６年分以後

平成２７年度以後

本則税率　5％

住民税課税年度

税額控除額

所得税 平成２５年分まで

平成２６年度まで

軽減税率　3％

 

 

 

 

住民税配当割・株式譲渡所得割額の控除額の変更  

 



 

 

個人の株式市場への参加を促進する観点から、20 歳以上（口座開設の年の 1 月 1 日

現在）の居住者等を対象として、平成 26 年から平成 35 年までの間に、年間 100 万円を

上限として非課税口座で取得した上場株式等の配当等やその上場株式等を売却したこ

とにより生じた譲渡益が、非課税管理勘定が設けられた日の属する年の 1 月 1 日から最

長５年間非課税になります。  

 

 

譲渡損失の他の所得との損益通算及び雑損控除を適用することができない生

活に通常必要でない資産の範囲に、主として趣味、娯楽、保養又は鑑賞の目

的で所有する不動産以外の資産（ゴルフ会員権等）が追加されました。こ

れにより、ゴルフ会員権等の譲渡損失については、総合課税において、他の所得

との損益通算が適用できなくなりました。  

＜ 適 用 関 係 ＞平成 26 年 4 月 1 日以後の資産の譲渡等 に よ り 生 ず る 損 失 の 金 額 及 び 同 日

以 後 の 災 害 等 に よ り 生 ず る 損 失 の 金 額 に つ い て 適 用 さ れ ま す 。  

 

４．譲渡損失に係る損益通算等の改正（生活に必要ない資産の追加） 

３ . 非課税口座内の小額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等

の非課税措置  


